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本論文では,脆 弱な住家の耐震化対策に対 してイ ンセ ンティブを導入 し,住 宅所有者 による自発的な

耐震化対策の実施 を促すための方法 について検討 を行った.ま ず初めに,耐 震化対策 に関す る現状分析

として,既 存 の脆弱建物の耐震補強推進策の体系化 を行 うとともに,戸 建住宅 の所有者 に対する意識調

査 を行 い,住 宅の耐震補強工事 に対す る世帯 ・住宅の属性 に応 じた居住者の意識構造 を分析 した.地 震

前後での住 まいに関わ る自助(自 助努力)・共助(互 助)・ 公助(公 的支援)の 現状分析 としては,兵 庫県 南

部地震の住宅被災者に対する公助 ・共助の実績に基づき,住 宅復興パター ンに応 じたモデルケースを作

成 した.次 に,行 政による事前の財源負担を必要 とせず に脆弱建物の耐震補強を推進するための新 しい

公的戦略 として,「 自治体 による保証に基づ く耐震補強奨励制度」を提案 し,本 制度の運用による住民 ・

行政に対す る効果 を分析 し,実 地域にお ける制度の運用条件 について も検討 した.ま た,我 が国の特徴

をよ り深 く理解す るために,諸 外国の うち我が国同様の地震多発地域を有する米国カ リフォルニア州 と,

近未来 に大都市圏を襲 う巨大地震 の発生が危惧 されている トル コ共和国を対象に,既 存の脆弱建物の耐

震化を取 り巻 く環境を調査 した.さ らに我が国を対象 とした研究成果か ら得 られた知見を諸外国の耐震

化対策の推進に活用す るための第一歩 として,同 国の最大都市イスタ ンブール をケーススタディーエ リ

アとして,現 地の実情を踏 まえた脆弱建物の耐震補強の推進方策 を検討 した.最 後 に,こ れ ら全ての結

果を踏 まえて,住 まいに関わる自助 ・公助 ・共助の望 ましいあ り方について検 討 した.以 下に,本 論文

の成果を要約す る.

第1章 「序論」では,本 研究の背景 と目的を述べ,既 往 の研究 を概観する ことによ り本研究の位置づ

けを示 した.次 に本研究の構成と内容 を説明 した.

第2章 「脆弱建物の耐震補強推進策の体系化」では,民 間住宅 の耐震補強工事にイ ンセンティブを与

える環境 に焦点を当て,ま ず初めに我が国における現行 の推進制度 と新たに提案されている政策案を整

理 した.次 に,現 行制度の枠組み にとどまらな い新たな耐震補強推進策 の開発 を目的として,米 国カ リ

フォルニ ア州 における現行の耐震化対策の推進制度の経緯や実績 についての現地調査 を行 い,日 米の建



物特性や周辺制度の違いを考慮 した上での耐震化推進環境の比較 を行 った.調 査の結果,我 が国のみで

実践 されている現行制度が いくつか確認 された一方,カ リフォルニア州ではハザー ドマ ップを用いた災

害危険度 の情報公開や,無 補強組積造建物への強制力を持 った条例の適用,補 強の実施 による地方税の

優遇措置な ど,わ が国よ りは一歩進んだ積極的な施策がいくつか見 られた.ま た,住 宅 の自力補強工事

の奨励など,補 強工事の認定 に際 しては融通の利いた対応 を実践する一方で,建 築許可制によ り一定の

耐震性能は確保 してお り,今 後我が国においても柔軟な耐震補強推進策を展開す る必要性が示唆された.

第3章 「住宅の耐震補強工事 に対する居住者の意識構造 に関す る分析」では,関 東地域の戸建て住宅

の所有者 を対象 としたアンケー ト調査 を実施 し,住 宅の安全性や継承に関す る意識,耐 震診断や耐震補

強工事実施への意欲や判断理由に関する回答を得た.こ れ らの結果 を世帯や住宅の様々な状況を踏 まえ

て分析 し,耐 震化対策に対 して関心の高い層 を把握するとともに,耐 震補強工事の実施意欲 に影響 を与

えるプラス要因とマイナス要因も明 らかにした.ま た,耐 震補強工事に関する不安要 因や情報の入手プ

ロセスも分析 し,自 発的な耐震補強の実施 を誘導するための方法について検討を行った.

第4章 「兵庫県南部地震での住宅被災者に対す る公助 の実態分析」では,住 宅の耐震化対策 における

公助 ・共助 ・自助のバランスのあ り方を考えるために,兵 庫県南部地震後 に住宅被災者に対 して行われ

た公助 と共助の実態を調査 ・分析 した.ま ず,住 宅 の被害や復興状況などに応 じて提供 された各種の公

助 ・共助 プログラムの実績資料 を収集 し,支 援 内容を整理 した.次 に,こ れ らを用 いて兵庫県南部地震

の被災者の住宅被害 ・被災後の住宅復興パター ン ・世帯主の収入に応 じた公助 ・共助のモデルケースを

作成 した.こ の結果,仮 設住宅の提供などの現物支給以外 にも,住 宅被災者一世帯 あた りに対 してかな

り高額の公的支援がな された ことがわか った.地 震後 のこのような公的支出を回避するためにも,住 宅

の耐震化等の事前の地震被害軽減対策 の推進が非常 に重要であると考え られた.

第5章 「自治体 による保証 に基づ く耐震補強奨励制度の効果 に関する基礎的分析」では,脆 弱建物の

耐震補強を推進するための新たな公的戦略 として 「事前に耐震補強を行 い,『 しか るべ き耐震補強を済

ませた』 と判断された建物について,そ の建物が地震被害 を受けた場合 に,行 政が再建 ・補修費用の一

部を支援する制度」を提案 した.現 行の耐震診断や耐震補強へ の助成制度 は事前に多額 の財源 を確保す

る必要があるのに対 し,本 提案制度では事前の財源負担 を要 しない.ま た,補 強状況を審査 した上で耐

震性能を保証するため,手 抜き工事や悪徳業者 を排除する ことができ,定 期的に補強後 の建物強度 をチ

ェックする仕組みづ くりにも寄与 しうる.こ こでは,制 度導入による住民 ・行政側の費用負担の軽減効

果 と地域 ごとに想定され る地震動の関係を詳細に分析 した.ま ず初めに,4章 で整理 した兵庫県南部地

震後の被災者支援の実績およびその他の諸データに基づ き,提 案制度が適用 された場合の住民側および

行政側の地震前後での費用負担モデルを構築 した.次 に,地 震動の異なる様々な地域 に立地する持ち家

木造住宅1万 棟に対 して提案制度 を適用 した場合の地震前後 の住民 ・行政側の支出 と保証制度に基づ く

被災建物に対する支援金支払いのバ ランスを検討 し,保 証 に基づ く妥 当な支援額について分析 した.こ

れにより,条 件によっては,補 強 したにも関わ らず全壊 した場合に耐震補強費用の5～7倍 といった多

額の支援金を支給 した として も,制 度の普及によって行政負担総額 を軽減できることが明 らか となった.

第6章 「自治体 による保証に基づ く耐震補強奨 励制度 の実地域での運用に関する分析」では,ケ ース



スタデ ィーエ リアとして静 岡県を取 り上げ,「 自治体 による保証 に基づ く耐震補強奨励制度」の導入効

果をシミュレー ションした.東 海地震の想定地震動分布 と県内の建物分布データに基づき,地 震前まで

に制度が普及 した場合 を想定 して,制 度の導入による住民や行政の地震前後の費用負担 の軽減量を推計

した.こ の結果,提 案制度 に基づき,補 強 したにも関わ らず被災 した建物へ支援 金を支払った としても,

本制度の普及によ り行政側 ・住民側の地震前後での費用負担の総額 は大き く軽減されることがわかった.

これ は制度の普及に対する住 民および行政への大きな メリッ トと言える.

第7章 「耐震化対策へのイ ンセ ンテ ィブ付与に対す る住民意識の分析」では,関 東地域の戸建て住宅

の所有者 を対象 としたアンケー ト調査結果よ り,耐 震性能の低 い木造戸建住宅の耐震補強工事の実施に

インセ ンティブを付与するための諸制度に対する所有者の意向を分析 した.世 帯の家族構成 ・経済的状

況等 に応 じて回答 を分析 した結果,「 自治体による保証に基づ く耐震補 強奨励制度」は広 い世代に支持

され るとともに,特 に60歳 代の住宅所有者か らの賛 同が得やすい ことがわかった.

第8章 「トルコ共和国にお ける耐震補強奨 励制度の検討」では,ケ ーススタデ ィーエ リアとして トル

コ共和国イスタンブールを取 り上げ,我 が国における第7章 までの研究成果を踏 まえた上で,イ スタン

ブールの実情 に適 した形で脆 弱建物の耐震化対策 を推進す るための方策 を検討 した.ま ずは トルコ共和

国における建物の耐震性能の問題点,お よび耐震補強対策が進 まない理由を分析 し,耐 震化対策の推進

のための公的戦略 として 「自治体 による保証に基づ く耐震補強奨励制度」の導入を提案 した.シ ナ リオ

地震が発生 した場合 における住民及び行政にとっての制度導入の効果を分析 した結果,現 行 の全壊住宅

被害者への恒久住宅 の供与 を継続 した場合,提 案制度導入 による地震前後での住民負担総額 の軽減効果

は一部の地震動の強い地域 に限 られた.し か し,耐 震補強技術 の開発 ・改良によ り低コス トの補強技術

が実現 した場合 には,イ スタンブール全域の住民に対する負担総額 を軽減する ことができた.提 案制度

の普及 と耐震補強の低コス ト化 を同時 に進 めることによ り,制 度導入 の効果 を向上できることがわか っ

た.ま た,行 政側の負担額 に着 目した場合には,現 行 の恒久住宅供与制度の廃止と提案制度の導入を同

時に進めることによ り,更 なる行政負担額の軽減が実現できることが明 らかにな った.我 が国において

得 られた知見 を現地の実情 に即 した形で応用する ことによ り,脆 弱建物の耐震化を効果的 に推進できる

可能性が示唆された.

第9章 「住 まいに関わる 自助 ・共助 ・公助 の望 ましいあ り方に関する検討」では,地 震前後での住 ま

いに関する 自助 ・共助 ・公助の具体的な内容 を整理 し,今 後の課題を検討 した.自 助努 力を伴わない地

震後の手厚い公助 の提供 は,イ スタンブール の事例 に見 られ るように,事 前の 自助努力へのイ ンセンテ

ィブをな くさせ,財 源 の問題 も生 じる.地 震前の公助 としては耐震化対策への助成 ・融資があるが,耐

震性が不十分な建物が全国に膨大な量存在 していることを考えれば,財 政負担がかか らない形での自助

努力へのインセ ンテ ィブ導入 に重点を置 く必要が ある.耐 震補強工事な どの事前の自助努力をした場合

には,自 助努力を行わなかった場合 に比べて,事 後 の自助 ・共助 ・公助は大幅に軽減できる.今 後 はま

す ます 自助努力に対 してイ ンセ ンティブを与える社会的な仕組みづ くりが重要であ り,自 助努力にイ ン

セ ンティブを与える効果 を有する公助 ・共助の実践が求め られ る.

第10章 「結論」では,本 研究全体 を通 して得 られた成果を総括 し,今 後 の課題 を示 した.
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第1章 序論

1.1研 究 の背 景 と 目的

1995年1月17日 の兵庫県 南部地震で は,死 者6,433人,負 傷者43,792人,全 壊住家104,906棟,半

壊住家144,274棟,一 部損壊住家263,702棟 という甚大な被害が発生 した.目 黒 ・高橋(2001),西 村(1995)

によれ ば,神 戸市内にお ける犠牲者の死因の約84%は,建 物倒壊や家具な どの転倒 ・落下を原因とする

窒息死や圧死,頭 部や内臓等 の損傷,外 傷性のシ ョック死によるものであった.ま た犠牲者の約92%は

地震直後の15分 以内に亡 くな ったと推定 されてお り,地 震発生時刻が早朝であったことか ら,被 災住

家か ら逃げることができず亡 くなった方々が非常 に多い.こ の事実は,地 震による犠牲者を減 らすため

に,建 物の耐震性能の確保がいかに大切であるか とい うことを物語 っている.

我が国では過去 の地震被害を教訓として,表1-1に 示すように建物の耐震設計基準が繰 り返 し見直 さ

れて きた.1981年5月 の建築基準法改正では 「新 耐震設計基準(新 耐震)」が導入 された,図1-1は,兵 庫

表1-1大 規模地震 と建築基準法の変遷

図1-1兵 庫県南部地震 による建物の被害状況
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県南部地震時の神戸市中央区の建物被害の状況を建築年代別に見た ものである.「新耐震設計基準(新 耐

震)」以降に建設された建物の場合,軽 微な被害 と無被害が 全体の約75%を 占めて いるのに対 し,1981

年以前に建築され た建物 には深刻な被害が多く,中 破以上の被害 を受 けた割合を見 ると,72～81年 の建

築で22.4%,71年 以前の建築で は57.4%と なっている.1981年 以前に建築 され た建物 の中には,新 耐

震基準を満た さない 「耐震性能 に関す る既存不適格 建物」が多 く存在 している,兵 庫県 南部地震の被害

デー タはこれ らの建物群 の危険性 を明 らかにし,こ れ らの建物群に対 して耐震化対策を実施 しない限り,

将来発生する地震 による犠牲者 を減 らす ことができな いことを再認識 させた.

地震調査研究推進本部(2005)に よれ ば,2005年1月1日 を基準と して今後30年 以内に南海地震 ・東

南海地震 ・東海地震が発生する確率はそれぞれ,約50%,60%,86%で ある.近 年,中 央防災会議の委員

会によ りこれ らの想定地震に対する被害想定結果が公表 されて いるが,2005年4月 には今後10年 間 に

渡る防災対策 によ り想定 される死者 ・経済被害 を半減 させる ことを目標 に掲 げた 「地震防災戦略」が ま

とめ られた.国 が防災 に関する数値 目標を設定 したのは初めてであ り,住 宅 の耐震化に関 しては,新 耐

震以前に建築 された建物の うち脆弱な建物 の割合 を2014年 まで に90%に 引き 上げるという目標が提示 さ

れた,住 宅 ・建築物の地震防災推進会議(2004)に よれば,全 国の住宅約4,700万 戸のうち耐震性が不十

分な ものは約1.150万 戸(25%)存 在 してお り,持 家と賃貸住宅の内訳はそれぞれ約950万 戸,200万 戸

であるとい う.ま た,戸 建木造住宅は全国2,450万 戸の うち,約1、000万 戸(40%)の 耐震性が不十分で

あると推計され,こ のうち約950万 戸が持ち家である.1998年 か ら2003年 までの5年 間に耐震改修 を

実施 した住宅は約32万 戸 と推計されてお り,建替えを年間40万 戸,耐 震改修 を年 間5万 戸 と仮定 した

耐震化率の将来的な推計(図1-2)で は,耐 震化率90%を 達成できるのは13年 後の2018年 となる,地 震

防災戦略における数値 目標 の通 り,今 後10年 間で耐震化率 を90%ま で引き上げるためには,建 替えを年

間約5～10万 戸増加させ年間約45～50万 戸とし,耐 震改修は現状の2～3倍 増加 させて年間約10～15

万戸実施させる必要が あるという.今 後 は脆 弱建物 に対す る耐震化対策をいかに して推進 して いくかが

重要な課題 と言える.

図1-2将 来的な住宅 の耐震化率 の推計
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現在,公 的建物ではない脆 弱建物の耐震化対策を推進するためには,一 部の地方公共団体 によって耐

震診断や耐震改修 に対する助成や融資が行われている.こ の場合,助 成や融資の対象となる脆弱建物は

前述の推計の通 り非常に多 く存在 し,助 成や融資に依存 した耐震化対策 の普及 は自治体の財政状況 に照

らし合わせても不可能である.今 後 ます ます耐震化対策 を推進す るにあた っては,こ のような公的な措

置にだけ頼るので はな く,個人 が 自助努力によ り耐震化対策 を行 う過程に対 してイ ンセ ンティブを与え,

自発的な耐震化対策の実施を促す ことが非常 に重要 と言 える.よ って本研究で は,脆 弱な住家の耐震化

対策 に対 してイ ンセ ンティブを導入 し,住 宅所有者による自発的な耐震化対策 の実施を促すための方法

について検討 を行 う.
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1.2既 往の研究と本研究の位置づ け

本節では,脆 弱建物に対する耐震化対策の現状,脆 弱建物の耐震化対策 に対す る居住者の意識,脆 弱

建物 の耐震化対策を推進す る新 しい制度/シ ステムに関連す る既存 の研究 について概括す る.

1.2.1脆 弱建物 に対する耐震化対策の現状 に関する研究

吉村 ・目黒(2002)は,静 岡県にお いて2002年 に開始 された木造住宅耐震補強助成制度 に着 目して,

この制度による地震発生後 の公的費用軽減効果 を定量的に評価 し,補 助金支給 と公的費用軽減効果 との

費用対効果の観点か ら,よ り効果的な助成制度の検討 を行 った.小 檜 山 ら(2003)は 全国の47都 道府県

と13政 令指定都市 に対 して民間建物 の耐震診断助成制度 と診断状況 に関す るアンケー ト調査 を行い,

用い られている診断方法の傾向や助成額の制度利用者数への影響 を分析 した.日 本建築防災協会では

2003年 に全国の 自治体 における住宅の耐震診断 ・改修に対する支援 制度の一覧 を作成 し,Webに よる支

援 内容 と相談窓 口に関する情報提供を開始 した.し か し,日 本建築防災協会による耐震診断 ・改修に対

する支援制度 の一覧表は,診 断や改修に対する助成 ・低利子融資制度の実施状況を自治体 ごとにまとめ

たものであり,そ の他 の耐震化推進策 については言及 していない.そ こで本研究ではまず初 めに,耐 震

化対策を推進 させる環境 に対する現状分析 として,現 行 の推進策の体系化を行 う.

1.2.2脆 弱建物の耐震化対策 に対する居住者の意識 に関する研究

耐震化対策 の実施への判断に影響を与える要因に関 しては,意 思決定プロセスのモデル化や住宅所有

者への意識調査に基づ く分析など,い くつかの既存研究がある.水 越 ら(2003),小 檜山 ら(2003)は 住民

の地震防災対策への意思決定 プロセスを特性要 因図および故障樹木解析 を用 いて分析 した.宇 野 ・角

陸 ・坂本 ら(2004),吉 井(2004),池 田 ・小澤(2004)は,耐 震診断 または耐震補強を実施 した住宅の所有

者へのアンケー ト調査を実施 し,耐 震診断か ら耐震改修 までの各段階 における所有者の意思決定理由を

分析 した.中 でも,池 田 ・小澤(2004)は 静岡県富士宮市でのアンケー ト調査結果か ら,耐 震診断実施後

の住民の対応や診断後 に耐震補強 を実施 しない理由を,住 宅や世帯の属性別 に分析 した.こ れ らは既 に

耐震診断 を実施 した住宅 の所有者 を対象 としている点で,安 全性に関 しては意識 の高い住民に対する分

析 と言える.一 方,耐 震診断や耐震補強を実施 して いない住民を対象 とした アンケー ト調査 と しては,

塩崎(2004),村 山ら(2003),廣 井(2004)の 研究がある.塩 崎(2004)は 津波被害が想定される地域におけ

る住宅耐震化 に焦点をあて意識調査 を行った.廣 井(2004),村 山ら(2003)は 耐震診断 ・補強の認知度や

これ らを実施 しない理由等を調査 したが,建 築年代や年齢 ・家族の状況等 に応 じた回答 の違 いについて

は言及 していない.し か し,住宅所有者側の細かなニーズに合致 した耐震化推進策 を立案す るにはまず,

耐震診断や耐震補強に関する意思決定 を阻害する要因を,住 宅や世帯 の実情 に応 じて詳細 に分析 し,改

善策を見出す必要がある.そ こで本研究では,住 宅の耐震化対策 に対す る居住者意識に関す るアンケー

ト調査 を実施 し,こ れ らの結果を世帯の家族構成 ・経済 的状況 ・住宅の状態な ど様々な観点か ら詳細 に

分析する.

1.2.3脆 弱建物の耐震化対策 を推進 する新 しい制度/シ ステムに関する研究

文部科学省 「大都市大震災軽減化特別 プロジェク ト テーマ4:耐 震研究 の地震防災対策への反映」

では,事 前対策 に関する検 討グループ を構 成 し,事 前の耐震化対策を実社 会において普及 させ るた め
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の方策 につ いて研究 を行 って いる.事 前対策研 究グルー プは,a)簡 便 ・高精度な耐震診断技術および

耐震補強技術 の開発、b)室 内の安 全性 向上の実現に関す る研究、c)耐 震補強を推 進するため の制度 ・

システムの提案 に関す る研究 という3つ の小グルー プに分かれてお り,筆 者 はグルー プc)に 所属 して

いる,グ ルー プc)で は他 に,村 上(2004)が 伝統 的な軸組木造住宅 を対象 と して,持 ち主 ・住 まい手 ・

設計者等が耐震性能評価 と耐震補強の効果 を理解す るための支援 マニュアル ・ハ ン ドブ ックを開発 し

て いる.根 上(2004)は,不 動産評価 に災害 リスクを導入す ることによ り,木 造 中古住宅 の地震防災対

策 に市場原理 を働かせるための方策 を検 討 して いる.東 京圏の大手不動産流通業者 の営業所 を対象 と

したア ンケー ト調査か らは,木 造中古住宅 の流通市場 にお ける買主 ・売 主の情報ニ ーズが明 らか にさ

れている.塩 崎(2004)は,防 災性能 と福祉 を結合 した既存住宅改修支援 制度 の創設 に関す る研究 を行

ってお り,高 齢者世帯の住宅耐震改修の実態 に関する現地調査を行っている.
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1.3論 文の構成と内容

本論文は10章 によ り構成 されている.第1章 「序論」に続いては,「 脆弱建物の耐震補強推進策の体

系化」(第2章),「 住宅の耐震補強工事に対す る居住者の意識構造 に関する分析」(第3章)に よ り,脆

弱建物の耐震化対策 につ いての現状 を分析する.ま た,「 兵庫県南部地震での住宅被災者 に対す る公助

の実態分析」(第4章)を 行 い,地 震発生前の被害軽減策 の実施と公助 ・共助 ・自助のバ ランスについ

て検討す る.住 宅の耐震化対策 を推進す るための公的戦略 として は,「 自治体 によ る保証 に基づ く耐震

補強奨励制度の効果に関する基礎的分析」(第5章),「 自治体による保 証に基づ く耐震補強奨励制度の

実地域での運用に関する分析」(第6章)を 行 い,耐 震補強奨励制度 を含む諸般 の耐震化推進策 に対する

意識調査の結果か ら,「耐震化対策へのイ ンセ ンティブ付与 に対する住民意識の分析」(第7章)を 行 う.

さ らに我が国 を対象 とした研究成果 によ り得 られた知見 を諸外国の耐震化対策の推 進に活用す るため

の第一歩として,ト ルコ共和国の最大都市イスタンブールをケー ススタディーエ リアとして,「 トル コ

共和国における耐震補強推進制度の検討」(第8章)を 行 う.最 後に,こ れ らの全ての結果を踏 まえて,

地震前後での 「住 まいに関わる自助 ・公助 ・共助の望ま しいあ り方に関する検討」(第9章)を 行い,第

10章 「結論」では得 られた成果を総括す る.

本 論 文の構 成 フ ロー を図1-3に 示 し,以 下に各章 の概 要 を述 べ る.

図1-3本 論 文 の構成 フ ロー

第2章 「脆弱建物の耐震補強推進策の体系化」では,民 間住宅の耐震補強工事 にインセ ンティブを与

える環境に焦点をあて,ま ず初めに我が国にお ける現行の推進制度 と新 たに提案 されて いる政策案を整

理する,次 に,現 行制度の枠組み にとどまらない新たな耐震補強推進策の開発を 目的 として,米 国カ リ
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フォルニア州 における現行 の耐震化対策 の推進制度の経緯や実績についての現地調査を行 い,日 米 の建

物特性や周辺制度の違いを考慮 した上での耐震化推進環境の比較を行 う.こ れ らの比較によ り,カ リフ

ォルニア州での事例 を参考 にした我が国の現行制度の改善策の提案や,新 たな耐震補強推進策の提案 を

行 う.

第3章 「住宅 の耐震補強工事に対する居住者 の意識構造に関す る分析」では,関 東地域 の戸建て住宅

の所有者 を対象 としたアンケー ト調査 を実施し,世 帯 ・住宅の様々な状況 に応 じた住宅 の安全性や継承

に関する意識,耐 震診断や耐震補強工事実施への意欲や判断理 由を分析す る.こ れ らの結果よ り,耐 震

化対策に対 して関心の高い層を把握す るとともに,重 点的に耐震化対策に関する啓蒙を行 うべ きターゲ

ッ ト層も明 らかにする.ま た,耐 震診断 ・補強 に関連する情報 の入手 プロセス に関する分析 も行 い,自

発的な耐震補強対策への誘導方法 について も検 討す る.

第4章 「兵庫県南部地震での住宅被災者 に対する公助の実態分析」では,住 宅の耐震化対策 にお ける

公助 ・共助 ・自助のバ ランスのあ り方を考えるために,兵 庫県南部地震後 に住宅被災者 に対 して行われ

た公助と共助 の実態 を調査 ・分析す る.ま ず,住 宅の被害や復興状況な どに応 じて提供された各種の公

助 ・共助プログラムの実績資料 を収集 し,支 援内容 を整理する.次 に,こ れ らを用いて兵庫県南部地震

の被災者の住宅被害 ・被災後 の住宅復興パ ター ン ・世帯主の収入 に応 じた公助 ・共助のモデルケースを

作成 し,地 震発生前の被害軽減策の実施 と公助 ・共助 ・自助のバ ランス について検討する.

第5章 「自治体による保証 に基づ く耐震補強奨励制度の効果に関する基礎的分析」では,脆 弱建物の

耐震補強 を推進するための新たな公的戦略 として 「事前に耐震補強を行 い,『 しかるべ き耐震補強を済

ませた』と判断された建物につ いて,そ の建物が地震被害を受けた場合 に,行 政が再建 ・補修費用の一

部を支援する制度」を提案する.こ こでは,ど のような地震動が想定される地域で制度導入 による住民 ・

行政側の費用負担の軽減が見込 めるか を詳細 に分析す る.ま ず初めに,4章 で整理 した兵庫県南部地震

後 の被災者支援の実績およびそ の他の諸データに基づき,耐 震補強保証制度が適 用された場合 の住 民側

および行政側の地震前後での費用負担モデルを構築す る.次 に,地 震動の異なる様々な地域に立地す る

持ち家木造住宅1万 棟を対 して耐震補強保証制度を適用 した場合の,地 震前後 の住民 ・行政側 の支出と

保証 に基づ く被災建物に対する支援金支払いのバランスを検 討 し,保 証に基づ く支援金の妥当な設定額

につ いて分析 を行 う.

第6章 「自治体 による保証に基づ く耐震補強奨励制度 の実地域での運用に関する分析」では,ケ ース

スタディーエ リアとして静岡県 を取 り上げ,「 自治体 による保証に基づ く耐震補強奨励制度」の導入効

果 をシミュレーシ ョンす る.東 海地震の想定地震動分布 と県内の建物分布データに基づ き,地 震前まで

に制度が普及 した場合を想定 して,制 度の導入による住民や行政の地震前後の費用負担 の軽減量 を推計

す る.

第7章 「耐震化対策へのイ ンセ ンテ ィブ付与に対す る住民意識の分析」では,関 東地域の戸建て住宅

の所有者を対象 としたアンケー ト調査結果よ り,耐 震性能の低 い木造戸建住宅の耐震補強工事 の実施 に

イ ンセ ンティブを付与す るための諸制度に対する所有者 の意向を分析する.世 帯の家族構成 ・経済的状
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況等 に応 じた詳細 な分析 によ り,世 帯 の属性 に応 じてよ り魅力的に捉え られるインセンテ ィブの提供方

法について検討す る.ま た,第5章 ・第6章 で提案 した制度の運用条件 に関 して,住 宅所有者側の意向を

分析する.

第8章 「トルコ共和国にお ける耐震補強推進制度の検討」では,ケ ーススタデ ィーエ リアとして トル

コ共和国イスタンブールを取 り上げ,我 が国における第7章 までの研究成果を踏 まえた上で,イ スタン

ブールの実情 に適 した形で脆弱建物の耐震化対策を推進す るための方策 を検討する.ま ず は トル コ共和

国における建物の耐震性能 の問題点および耐震性能 の確保が進 まない理 由を分析す る.こ れ らの現状 に

対 して,耐 震化対策の推進のための公的戦略 として 「自治体 による保証に基づ く耐震補強奨励制度」の

導入を提案す るが,イ スタンブールの現状 に即 したよ り効果的な制度の導入方法の検討 を行 う.

第9章 「住 まいに関わ る自助 ・共助 ・公助の望 ましいあ り方 に関す る検討」 では,第8章 までの研究

成果に基づき,地 震発生の前後での住 まいに関する自助 ・共助 ・公助の具体 的な内容を整理 し,今 後 の

課題を検討する.こ の際,米 国カ リフォルニア州(第2章),ト ル コ共和 国(第8章)で の自助 ・共助 ・

公助の事例 を踏 まえ,我 が国の特徴 と課題 をよ り深 く理解す ることを目指す.

第10章 「結論」では,本 研究の全内容 を総括 し,得 られた成果 を要約する.
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